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平成３１年１月１１日

変則型登記の解消に向けた法律上の措置に関する担当者骨子案

法務省民事局民事第二課

第１ 変則型登記がされた土地の表題部所有者の登記に関する措置

１ 登記官による所有者等の探索

(1) 探索の開始

登記官は，変則型登記がされた土地（所有権の登記がない一筆の土地

のうち，表題部に所有者の氏名又は名称及び住所の全部又は一部が登記

されていないものをいう。）について，必要があると認めるときは，職

権で，その所有者等（所有権又は共有持分が帰属し，又は帰属していた

者をいう。以下同じ。）の探索を行うものとする。

(2) 登記官の調査権限

ア 登記官は，変則型登記がされた土地の所有者等の探索のため，①当

該変則型登記がされた土地や近隣の土地の実地調査をすること，②関

係者からその知っている事実を聴取し又は資料の提出を求めること，

③その他変則型登記がされた土地の所有者等の探索のために必要な調

査をすることができるとするなど，登記官による調査に関する所要の

規律を設けるものとする。

イ 登記官は，変則型登記がされた土地の所有者等の探索のために必要

な限度で，関係地方公共団体の長その他の者に対し，変則型登記がさ

れた土地の所有者等に関する情報の提供を求めることができるものと

する。

(3) 利害関係人による意見の提出

利害関係人は，登記官に対し，変則型登記がされた土地の所有者等に

ついて，意見又は資料を提出することができるものとする。

２ 所有者等探索委員（仮称）による所有者等の探索

(1) 所有者等探索委員（仮称）制度の創設

変則型登記がされた土地の所有者等の探索を行い，登記官に意見を提

出させるため，法務局長等により必要な知識及び経験を有する者から任
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命される所有者等探索委員の制度を創設するものとする。

(2) 所有者等探索委員の調査権限等

所有者等探索委員については，１(2)の登記官が有する調査権限と同様

の調査権限に関する規律を設けるものとする。

３ 所有者等の特定及び職権による表題部所有者の登記

(1) 登記官は，探索により得られた情報の内容等を総合的に考慮して，変

則型登記がされた土地について表題部所有者（不動産登記法（平成１６

年法律第１２３号）第２条第１０号に規定する表題部所有者をいう。）

として登記すべき者（変則型登記がされた土地の所有者等のうち，表題

部所有者として登記することが適当である者をいう。）の特定等につい

て判断するものとする。

(2) 登記官は，(1)の判断をしたときは，当該変則型登記がされた土地につ

き，職権で，遅滞なく，表題部所有者の登記を抹消し，その表題部に次

に掲げる事項を登記するものとする。

① 表題部所有者として登記すべき者の氏名又は名称及び住所

② 表題部所有者として登記すべき者がないときは，その旨及びその理

由

（注）当該変則型登記がされた土地が数人の共有に属する場合については，共有持

分ごとに上記に準じて登記をするものとする。

４ 探索等の中止

登記官は，変則型登記がされた土地に関する権利関係について訴訟が係

属しているとき，その他相当でないと認めるときは，変則型登記がされた

土地の所有者等の探索，所有者等の特定及び登記に係る手続を中止するこ

とができるものとする。

５ 公告

登記官は，探索の開始時，３(2)の登記をする前及び登記をした後などの

主要な場面において，それぞれ公告をしなければならない旨の規律を設け

るものとする。

第２ 所有者等を特定することができなかった変則型登記がされた土地の管理

等に関する措置
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１ 変則型登記がされた土地の管理命令の創設

裁判所は，変則型登記がされた土地であって，第１の３(2)②の登記にお

いて登記官が探索を行ってもなお所有者等のいずれをも特定することがで

きなかったことを理由とする旨の登記がされたもの（注）について，必要が

あると認めるときは，利害関係人の申立てにより，その申立てに係る土地

を対象として，管理者による管理を命ずる処分をすることができる制度を

創設する。

（注）変則型登記がされた土地が数人の共有に属する場合において，一部の共有持分

について，所有者等を特定することができなかったものであるときにあっては，

その共有持分の部分のみを指す。

２ 管理者の権限

上記１の対象とされた土地（その管理，処分その他の事由により管理者

が得た財産を含む。以下「対象土地」という。）の管理及び処分をする権

利は，管理者に専属するものとする。ただし，管理者が次に掲げる行為の

範囲を超える行為をするには，裁判所の許可を受けなければならないもの

とする。

① 保存行為

② 対象土地の性質を変えない範囲において，その利用又は改良を目的

とする行為

３ 当事者適格

管理者は，対象土地に関する訴えについて当事者適格を有するものとす

る。

４ 管理者の義務

管理者は，対象土地の所有者に対し，善管注意義務及び誠実公平義務等

を負うものとする。

５ 管理者の報酬等

管理者は，対象土地から裁判所が定める額の報酬等を受けることができ

るものとする。

６ 管理者による金銭の供託

管理者は，対象土地の管理，処分その他の事由により金銭が生じたとき

は，対象土地の所有者のために，当該金銭を供託することができるものと
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する。

７ 管理命令の取消し

裁判所は，対象土地の管理を継続することが相当でなくなったとき（注）

は，管理者若しくは利害関係人の申立てにより又は職権で，管理命令を取

り消さなければならないものとする。

（注）例えば，対象土地の所有者が特定されたとき，管理すべき財産がなくなったと

き（６の規定により供託したことによって管理すべき財産がなくなったときを含

む。）が考えられる。

第３ 法人でない社団又は財団に属する変則型登記がされた土地の管理等に関

する措置

裁判所は，変則型登記がされた土地（注）であって，第１の３(2)②の登

記において法人でない社団又は財団に属することを理由とする旨の登記が

されたものについて，当該法人でない社団又は財団の代表者又は管理人が

選任されておらず，かつ，当該法人でない社団又は財団の全ての構成員を

特定することができず，又はその所在が明らかでない場合において，必要

があると認めるときは，利害関係人の申立てにより，その申立てに係る土

地を対象として，第２の１と同様の管理を命ずる処分をすることができる

ものとする。

（注）当該変則型登記がされた土地が数人の共有に属する場合において，その共有

持分の一部が法人でない社団又は財団に属する場合も対象とする。

第４ その他

   その他所要の規定を整備するものとする。


